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長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等の 

自主検査費用補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属の

コロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人

に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症に限 

る。以下同じ。）に感染した場合の重症化リスクが高い高齢者等の感染拡大を防止

するため、高齢者施設等における当該施設等の従業員等を対象とした新型コロナウ

イルス感染症の自主検査の実施に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付

することに関し、長野市補助金等交付規則（昭和61年長野市規則第４号。以下「規 

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 定点当たり届出数 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成10年法律第 114号。以下「法」という。）第14条第１項の規定により長野

県が指定した市内の病院又は診療所（以下「指定医療機関」という。）から１週

間（月曜日から日曜日までの７日間をいう。以下同じ。）当たりの新型コロナウ

イルス感染症に感染した患者数として長野市保健所に届出のあった数を、当該指

定医療機関の総数で除した数をいう。 

(2) 対象期間 定点当たり届出数が15人以上となった１週間（直前の１週間の定点

当たり届出数が15人未満の１週間に限る。）の末日の翌日から定点当たり届出数

が15人未満となった１週間（直前の１週間の定点当たり届出数が15人以上の１週

間に限る。）の末日の翌日から起算して２週間を経過した日又は令和６年３月31

日のいずれか早い日までの期間をいう。 

(3) ＰＣＲ等検査 新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ法等による核酸検出検

査、抗原定量検査又は抗原定性検査（無症状者に対して実施するものにあって 

は、令和３年３月３日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事

務連絡「新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ―19）病原体検査の指針（第 

3.1版）」に定める条件を満たすものに限る。）をいう。 

(4) 行政検査 法第15条の規定による検査をいう。 

（補助対象者） 

第３ 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内に所在

する別表第１に掲げる施設又は事業所（以下「施設等」という。）の設置者又は運

営者とする。 

（対象経費及び補助金の額） 

第４ 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、補助対象者

が別表第２に掲げる者（市長が適当でないと認める者を除く。以下「検査対象者」

という。）を対象として令和３年４月１日以後に自主的に実施するＰＣＲ等検査 
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（対象期間に実施するものに限る。以下同じ。）に係る次に掲げる経費とする。た

だし、検査対象者のうち、施設等が提供するサービスを受けるために当該施設等に

対象期間中に新たに入所する者にあっては、１人につき当該対象期間中に受検した

ＰＣＲ等検査１回分を限度とする。 

 (1) 検査料金 

 (2) 検体の郵送・配送料 

 (3) 検査に要する診療費（新型コロナウイルス感染症の陽性が判明した際の診療費

を含む。） 

 (4) 前各号に掲げるもののほか、ＰＣＲ等検査の実施に必要な費用として市長が認

めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、新型コロナウイルス感染症に係る行政検査又は保険診

療による検査の対象である者に係る経費は、対象経費としない。 

３ 補助金の額は、１人の検査対象者に対するＰＣＲ等検査１回に係る対象経費の実

支出額に３分の２を乗じて得た額若しくは15,000円のいずれか低い額の当該補助対

象者全体の合計額又は当該補助対象者が実施するＰＣＲ等検査に係る総事業費から

寄附金、県等の補助金その他のＰＣＲ等検査に係る収入を控除して得た額のいずれ

か低い額（その額に 1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）と

する。 

４ 対象期間と次の対象期間とが連続し、又はその期間の全部若しくは一部が重複す

る場合においては、これらの対象期間を一の対象期間とみなして、この要綱の規定

を適用する。 

（補助金の交付の条件） 

第５ 規則第４条第２項に規定する条件は、次に掲げるものとする。 

 (1) ＰＣＲ等検査を実施する者が、令和２年11月24日付け厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策推進本部事務連絡「新型コロナウイルス感染症に関する自費検

査を実施する検査機関が情報提供すべき事項の周知および協力依頼について」の

規定による留意事項を遵守すること。 

 (2) この要綱による補助金を充てる経費について、この要綱による補助金以外の助

成金、交付金その他これに類する補助金等の交付を受けていないこと。 

 (3) 県等からＰＣＲ等検査のための検査キット等の配布を受けた後に、自主的にＰ

ＣＲ等検査を実施するときは、当該検査キット等によるＰＣＲ等検査をこの補助

金の交付の対象となるＰＣＲ等検査に優先して実施すること（市長が別に定める

施設等に限る。）。 

 (4) 補助事業に係る収支を記載した帳簿を設けるとともに、その証拠となる書類を

整備し、補助事業が完了した年度の翌年度から５年間保管すること。 

(5) 市長から報告を求められた場合には、補助事業が完了した年度の翌年度から５

年間は、補助事業に係る資料等の提出及び報告をすること。 

(6) その他市長が必要と認めること。 

（補助金の交付の申請） 

第６ 規則第３条に規定する申請書は、長野市高齢者施設等における新型コロナウイ
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ルス感染症の自主検査費用補助金交付申請書（様式第１号）によるものとする。 

２ 複数の施設等に係る分の補助金の交付を受けようとする補助対象者は、当該複数

の施設等に係る分をまとめて申請するものとする。 

３ 補助金の交付の申請は、対象期間ごとに行うものとし、第１項の申請書の提出期

限は、対象期間ごとに市長が別に定める。 

（補助事業の内容の変更等） 

第７ 規則第８条の規定による補助事業の内容の変更又は廃止の承認の申請は、長野

市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症の自主検査事業変更（廃止）承

認申請書（様式第２号）を提出して行うものとする。 

 （実績報告） 

第８ 規則第９条に規定する実績報告書は、長野市高齢者施設等における新型コロナ

ウイルス感染症の自主検査事業実績報告書（様式第３号）によるものとする。 

２ 規則第９条に規定する関係書類は、次に掲げるものとする。 

(1) 受検したＰＣＲ等検査に要した費用を証する領収書等の写し 

(2) 補助事業精算書（総括表）（様式第４号） 

(3) 施設・事業所内訳書（様式第５号） 

(4) 補助事業に係る歳入歳出決算（見込）書の抄本 

(5) その他市長が必要と認める書類 

３ 前２項に掲げる書類の提出期限は、対象期間ごとに市長が別に定める。 

（補助金の交付の請求） 

第９ 規則第12条第２項に規定する請求書は、長野市高齢者施設等における新型コロ

ナウイルス感染症の自主検査費用補助金交付請求書（様式第６号）によるものとす

る。 

（文書の様式） 

第10 この要綱に定める文書の様式は、市長が別に定める。 

（補則） 

第11 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則（令和３年長野市告示第 439号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、令和３年４月１日以後に実施されるＰＣＲ等

検査について適用する。 

 （長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等検査自主実施

費用補助金交付要綱の廃止） 

２ 長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等検査自主実施

費用補助金交付要綱（令和３年長野市告示第 306号）は、廃止する。 

 （長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等検査自主実施

費用補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置） 

３ この要綱の施行前に提出された前項の規定による廃止前の長野市高齢者施設等に

おける新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等検査自主実施費用補助金交付要綱第６
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第１項に規定する申請書その他市長が適当と認める申請書は、第６第１項に規定す

る申請書とみなす。 

   附 則（令和４年長野市告示第 162号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症

のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱の規定は、令和４年１月10日以後の対象

期間に実施するＰＣＲ等検査に係る補助金について適用する。 

   附 則（令和４年長野市告示第 431号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前にこの要綱による改正前の長野市高齢者施設等における新

型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱第２第６号に規

定する対象期間（補助金の交付に係る申請書の提出期限が同日以後に到来するもの

に限る。）に実施されたＰＣＲ等検査は、この要綱による改正後の長野市高齢者施

設等における新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱

第２第５号に規定する対象期間に実施されたＰＣＲ等検査とみなす。 

   附 則（令和４年長野市告示第 567号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症

のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱第２、第４第３項、第５及び別表第１の

規定は、令和４年７月28日以後に実施するＰＣＲ等検査に係る補助金について適用

し、同日前に実施したＰＣＲ等検査に係る補助金については、なお従前の例によ 

る。 

   附 則（令和５年長野市告示第60号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症

のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱第２の規定は、令和５年１月31日以後に

実施するＰＣＲ等検査に係る補助金について適用し、同日前に実施したＰＣＲ等検

査に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和５年長野市告示第 569号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この要綱による改正後の長野市高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症

のＰＣＲ等の自主検査費用補助金交付要綱第２及び第４第３項の規定は、令和５年

５月８日以後に実施するＰＣＲ等検査に係る補助金について適用する。 

 

 

別表第１（第３関係） 

区分 施設又は事業所 

高齢福祉関係 施設 介護老人福祉施設（地域密着型に係るものを含む。）、

介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、 

サービス付き高齢者向け住宅、特定施設入居者生活介護

（地域密着型に係るものを含む。）、短期入所生活介 

護、短期入所療養介護、認知症対応型共同生活介護（認

知症高齢者グループホーム）又は生活支援ハウス 

通所・訪

問事業所 

通所介護（地域密着型及び認知症対応型に係るものを含 

む。）、療養通所介護、訪問介護、訪問看護、訪問入浴

介護、小規模多機能型居宅介護（看護を含む。）、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、

通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、居

宅介護支援事業所、介護予防支援事業所又は介護予防・

生活支援サービス事業（介護予防ケアマネジメントを除

く。） 

障害福祉関係 施設 障害者支援施設、短期入所、共同生活援助、療養介護、

宿泊型自立訓練又は福祉ホーム 

通所・訪

問事業所 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、移動支

援、生活介護、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く。）、

就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活

援助、計画相談支援、地域定着支援、地域移行支援、障

害児通所支援事業所、障害児相談支援、地域活動支援セ

ンター又は精神障害者共同作業所 

生活保護関係 施設 救護施設 

通所・訪

問事業所 

社会事業授産施設 

医療関係 施設 ＰＣＲ等検査の実施日現在においてＰＣＲ等検査に係る

検査機器等を有していない病院 

 

別表第２（第４関係） 

区分 検査対象者 

高齢福祉関係 

障害福祉関係 

１ 施設等において当該施設等の業務に従事している者（非常勤職

員及びボランティアを含む。） 
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生活保護関係 ２ 委託契約等に基づき、施設等に立ち入る委託業者等の従業員 

３ 施設等が提供するサービスを受けるために当該施設等に対象期

間中に新たに入所する者 

医療関係 施設において当該施設の業務に従事している医療従事者及び事務職

員（非常勤職員を含む。）  


